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【論文要旨】
本研究では，子育てと介護を同時に行うダブルケア状態の人々が，どのような人々であるかを記
述し，ダブルケア状態に陥っている人々が，どのような要因によってその状態に陥ったのかを明ら
かにすることを目的とした。
本研究ではダブルケア状態に陥っている人々の社会・経済的な属性をサーベイデータから再検討
し，ダブルケア状態に陥る要因分析を行った。分析の結果，地域サポートを表す近隣状況の変数は
ダブルケア状態に陥ることを規定しておらず，本人年齢と就労状況のみがダブルケア状態を規定し
ていることが示された。このことは，ダブルケアは子育てをしている家族に，介護状態が後から発
生することによって起こることを示唆している。
【キーワード】 育児，介護，晩婚化，ダブルケア，多項ロジスティック回帰
 はじめに
少子高齢化の議論を進める際に，少子化と高齢化は個別の問題としてとらえられることが多い。
具体的には少子化は子育て世代の晩婚化，未婚化，経済的不安定の問題が議論されることが多く，
高齢化は年金・保険・医療の問題が議論されることが多い。これは少子化と高齢化がもたらす諸問
題の当事者世代が異なることに起因しているが，現代の日本においては，この問題のどちらに対し
ても当事者世代になりうる世代が存在する。それは子育てと介護を同時期に行わなくてはならなく
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なっている人々である。このような世代は，主に晩婚化のために，子どもを持った際の親世代の年
齢が高齢化したことによって発生している。相馬と山下はこのように子育てと介護が同時進行する
状態をダブルケアとし，現代日本において特徴的なケア状態であるという指摘を行っている（相馬
・山下 2012）。しかし，ダブルケアを含めた介護の研究は，介護の質，ケアの質に着目したもの
が多く，その要因分析はあまり行われていない。仮に年齢的な要因以外にダブルケア状態に陥りや
すい社会・経済的属性が存在するのならば，「発生している」ダブルケアの質ではなく，ダブルケ
アが「どのような要因によって発生するのか」を検証することには相応の意義が存在するといえる。
本研究では，子育てと介護を同時に行うダブルケア状態の人々が，どのような人々であるかを記
述し，ダブルケア状態に陥っている人々が，どのような要因によってその状態に陥ったのかを分析
することを目標とする。
 先行研究
. 介護に関する先行研究
少子高齢化が劇的な速度で進行している我が国にとって，介護の問題は喫緊の課題である。図 1
に示したとおり，我が国の人口構造は戦後の 2 回のベビーブームののち少子化が進んだことによ
って，大きく高齢化が進んだ形になっている。第一次ベビーブーム世代（1947年～1949年生ま
れ），いわゆる団塊の世代はすでに65歳以上になっており，この世代がすべて75歳以上の後期高齢
者となる2025年，そして第二次ベビーブーム世代（1971年～1974年生まれ）が65歳以上になる
2040年に向けて，介護サービスの整備は急務である。
図 2 は厚生労働省が実施している「国民生活基礎調査」を利用して，被介護者の所在地別に主
たる介護者の続柄の構成割合をまとめたものである。これを確認すると，所在地は同居の59が
最も多く，次いで別居の12，事業者による介護の13と続く。続柄を確認すると，被介護者と
同居している場合，被介護者の配偶者と子はそれぞれほとんど変わらない割合で主たる介護者とな
っているが，被介護者と別居している場合，そのほとんどは被介護者の子が主たる介護者となって
いることがわかる。
国民生活基礎調査では同居家族についてはその続柄別年齢階級別の介護従事者数をとらえてい
る。表 1 は性別，同居家族の年齢階級別続柄別介護従事者数を表したものである。これを見る
と，子による介護では性別によって年齢構成に差がないものの，子の配偶者による介護では40代
において男女に差異がみられる。（男性40代0，女性40代9.8）また，子と子の配偶者を合
わせた子世代では，男女間に年齢構成の差異は見られない。
図 1，図 2 で見てきた主たる介護者の続柄，年齢の構成について，上野は男性の介護者数が増え
てきていることは近年の特徴であるとしている（上野 2013）。また介護の状態については，地域
によるサポート・ネットワークが介護の状態をより良好にすること（藤崎 1990）や低い年金受給
額のための経済的な問題によって介護サービスの利用率が下がること（丸山 2006）などが実証分
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図 人口ピラミッド（年)
出所 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」出生中位・死
亡中位推計の値より筆者作成
図 被介護者の所在地別，主たる介護者の続柄の構成割合
出所 厚生労働省『平成28年 国民生活基礎調査』第39表の数値より筆者作成
104 
100 
96 
92 
88 
84 
80 
76 
72 
68 
64 
60 
-墜齢年 456 8 2
44 
40 
36 
32 
28 
24 
20 
16 
12 
8 
4 
゜
0% 
1500 
第一次ベビーブーム世代
(1947年"1949年生まれ）
1000 
巴亙］
1 
10% 20% 3(Jl(, 
璽同居配偶者 ■同居子
■別居配偶者 編別居子
,. 専業者 ヽその他
500 
4[1'/4 
500 
■ 男性 • 女性
50% 60% 70% 
■同居子の配偶者 I同居父母
嘉 iJ居子の配偶者 ■別居父母
9不詳
1000 1500 
80¾ 90% 100% 
同居その他の親族
別居その他の親族
――
表 性別同居家族の年齢階級別続柄別介護従事者数および構成割合
続 柄 構成割合（)
男 総数 配偶者 子 子の配偶者
その他
の親族
（再掲)
子世代 総数 配偶者 子
子の
配偶者
その他
の親族
（再掲)
子世代
29歳以下 104 0 22 0 82 22 100 0.0 0.2 0.0 17.9 0.2
30～39歳 234 0 142 0 91 142 100 0.0 1.4 0.0 19.8 1.4
40～49 1370 30 1320 0 20 1320 100 0.3 13.1 0.0 4.4 12.8
50～59 4253 176 4040 28 9 4068 100 1.9 40.0 15.3 2.0 39.5
60～69 5681 1239 4172 120 149 4292 100 13.5 41.3 65.6 32.5 41.7
70～79 3366 2919 405 24 18 429 100 31.8 4.0 13.1 3.9 4.2
80歳以上 4914 4811 4 11 88 15 100 52.4 0.0 6.0 19.2 0.1
合計 19922 9174 10107 183 459 10290 100 100 100 100 100 100
女 総数 配偶者 子 子の配偶者
その他
の親族
（再掲)
子世代 総数 配偶者 子
子の
配偶者
その他
の親族
（再掲)
子世代
29歳以下 119 0 15 13 91 28 100 0.0 0.1 0.1 6.1 0.1
30～39歳 573 27 204 193 149 397 100 0.2 1.7 2.0 10.1 1.9
40～49 2726 58 1618 933 118 2551 100 0.4 13.9 9.8 8.0 12.0
50～59 8185 621 3999 3420 145 7419 100 3.9 34.3 35.9 9.8 35.0
60～69 12811 3014 5021 4544 232 9565 100 18.8 43.1 47.7 15.7 45.1
70～79 9723 7970 799 428 526 1227 100 49.6 6.9 4.5 35.5 5.8
80歳以上 4547 4315 6 6 219 12 100 26.9 0.1 0.1 14.8 0.1
合計 38737 16057 11662 9536 1481 21198 100 100 100 100 100 100
出所 厚生労働省『平成28年 国民生活基礎調査』第43表の数値より筆者作成
析により指摘されている。
また介護状態になるリスク要因については，国内にはほとんど知見が存在しないが，平井らは高
齢者に対する追跡調査を行い，要介護認定のリスク要因について検討を加えている。平井らによれ
ば，年齢的な要因以外にも友人と会う頻度が月 1 回未満であることや外出頻度が少ないこと，生
活機能が低いことなどが要介護認定のリスク要因として挙げられている（平井・近藤・尾島・村田
2009）。
. ダブルケアに関する先行研究
ダブルケアは相馬と山下が提唱した育児と介護の同時進行の状況を指す言葉であり，晩婚化の進
展によって出産年齢の高齢化が進行する中でその増加が予測されている（相馬・山下 2012）。相
馬らの研究を受けて，内閣府は2015年にインターネット・モニター調査「育児と介護のダブルケ
アに関するアンケート」を実施し，既存の知見を含めて「育児と介護のダブルケアの実態に関する
調査報告書」にまとめた。これによるとダブルケアを行う者の推計人口は2012年時点で男性が
85,400に対して女性が167,500と，男性の 2 倍以上の人数で女性がダブルケアを行っている（図
3）。また性別年齢階級別のダブルケアを行う者の割合は，性別によらず，30代～40代の年齢階級
にその80以上が集中していることが指摘されている（図 4）。加えて，ダブルケアを行う者の就
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図 ダブルケアを行う者の推計人口
出典 内閣府「育児と介護のダブルケアの実態に関する調査報告書」p14
図 性別年齢階級別に見たダブルケアを行う者の割合
出典 内閣府「育児と介護のダブルケアの実態に関する調査報告書」p16
業形態について，男性は正社員，女性はパートが占める割合が最も多いことが示されている（内閣
府2015）。
ダブルケアという言葉が使用され始める以前にも，育児と介護の同時進行による負担については
いくつかの先行研究が指摘している。Zal は親世代と子世代に挟まれて，両方の世代から同時に経
済的援助を求められる世代を「サンドイッチ世代」と称し，その育児と介護の負担の大きさを指摘
した（Zal 1992）。また大久保は日本においてこのサンドイッチ世代に当てはまる人々に対して調
査を行い，援助の内容や質について検討している。大久保によれば，サンドイッチ世代の女性たち
は子育てに対する援助をそこまで必要としていないが，介護に対してはその負担を大きく感じる傾
向がある（大久保・杉山 2000）。
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1 ケア状態の 4 値それぞれの度数は，ケア対象無し1823，子育てのみ339，介護のみ244，ダブルケア43
であり，ケース数は2449ケースである。
 データと方法
本分析では，日本版総合的社会調査（Japanese General Social Surveys: JGSS）の2010年版のデー
タ（以下，JGSS2010）を用いる。JGSS2010は全国を調査対象地域として大阪商業大学 JGSS
研究センター（文部科学大臣認定日本版総合的社会調査共同研究拠点）が，東京大学社会科学研究
所の協力を受けて実施している研究プロジェクトであり，層化二段無作為抽出法によって標本抽出
がなされている。調査対象は2010年 8 月31日時点で満20歳以上89歳以下の男女個人である。
本分析ではダブルケアを「子育てと介護の同時進行」（相馬 2012）と定め，ダブルケアである
かどうかを，末子年齢と介護が必要な家族がいるかから判別する。これは JGSS2010がクロスセ
クション・データであることに依拠する。まず末子年齢については，末子が小学校を卒業する12
歳未満である場合に，子育て状態にあると定義した。また介護が必要な家族については，JGSS
2010では「あなたのご家族には，長期にわたる心身の病気・障がいや高齢のためにケアが必要な
方はいますか。（あなたと別々に暮らしている方も含めてお答えください）」という質問項目で，い
るかいないかを調査している。この質問にいると回答した上で，回答者本人が主たる介護者である
場合に，介護状態にあると定義した。最後に，子育て状態にも介護状態にもないものをケア状態な
しに，子育て状態でありかつ介護状態であるものをダブルケアとし，4 値をとるケア状態の変数を
作成した1。
 分析結果
. 記述分析
まずケア状態別の年齢構成を確認する。図 5 は年齢階級別にケア状態の構成割合をまとめたも
のである。これを確認すると，他の年齢階級に比べて30代～40代ではダブルケアの状態にある者
が多いことがわかる。介護のみの状態の者はその年齢層では割合が低下するが，年齢階級にかかわ
らずに分布していることが確認できる。次にケア状態別に本人の年齢階級の割合を見る。図 6 を
確認すると，ケア状態なしと介護のみが，子育てのみとダブルケアがそれぞれ類似した構成割合を
形成している。これはダブルケア状態への移行がまず子育て期に突入したのちに介護が発生するこ
とによっておこることが多いことを示唆している。
ここで行った記述分析は社会階層やその他の要因の影響をコントロールした結果ではない。そこ
でケア状態を従属変数とした多変量解析を行う。本分析では従属変数が 4 値をとるカテゴリカル
変数であるため，分析には多項ロジスティック回帰分析を使用した。
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図 年齢階級別に見たケア状態の構成割合
図 ケア状態別に見た年齢高齢割合
. 多項ロジスティック回帰分析によるダブルケアの規定要因分析
.. 使用する変数と分析手法
本分析には，多項ロジスティック回帰分析を用いる（三輪・林 2014）。多項ロジスティック回
帰分析は，3 値以上の値をとるカテゴリカル変数に関する確率のオッズ，そしてロジットを従属変
数とする回帰分析である。本分析で扱う従属変数であるケア状態は，ケア無し，子育てのみ，介護
のみ，ダブルケアの 4 値を取るため，多項ロジスティック回帰分析のモデルは以下のように表さ
れ，これらの式が同時に推定される。
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2 JGSS2010では家から 1 キロ（徒歩15分程度）以内の近隣の状況について，近所の人々は自分が困っていた
ら手助けをしてくれるか，およびお互いを気にかけているかどうかを 5 件法（よくあてはまる，あてはまる，
どちらともいえない，あてはまらない，まったくあてはまらない）で調査している。本分析ではこれらを連
続変数として投入した。
表 使用する変数の記述統計量
性別 男性 47.6
女性 52.4
本人年齢 53.6
本人学歴 高卒以下 58.4
短大高専 16.8
大卒以上 24.7
就労状況 経営者・役員 3.6
正規雇用 26.7
臨時・派遣 16.2
自営業主 8.6
家族従業者 3.5
無職 21.9
主として家事 19.6
近隣状況 お互いに気にかける 2.52
困ったときに手助けしてくれる 2.71
N＝ 2449
注) 数値はパーセント。ただし本人年齢と近隣状況については平均値。
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ここで，pA, pB, pC, pD は，それぞれカテゴリー A, B, C, D が生じる確率を意味しており，カテ
ゴリー D が基準カテゴリーである。またモデルのパラメーターは最尤法によって推定される。ま
た分析ソフトは IBM 社の SPSS Statistics 25を利用した。
前述したとおり，本分析で扱う従属変数は，ケア対象なし，子育てのみ，介護のみ，ダブルケア
の 4 値をとるカテゴリカル変数である。本分析ではデータセットが保持しているケースから未婚
者を除いたケースを分析に用いる。またコントロール変数として，社会・経済的要因である，本人
の学歴，本人の就労形態を投入した。加えて，地域のサポートを表す変数として近所の人々はお互
いを機にかけているか，近所の人々は困っていたら手助けしてくれるかを投入した2。これに性別
と年齢を投入したモデルを推定する。分析に用いる変数の記述統計は以下の表 2 である。
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表 ケア状態に対する多項ロジスティック回帰分析結果
Model1 Model2 Model3
子育てのみ VS
ケア対象なし
介護のみ VS
ケア対象なし
ダブルケア VS
ケア対象なし
係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
性別 0.40  0.17 －0.20 0.18 －0.32 0.42
本人年齢 －0.10  0.01 0.01 0.01 －0.08  0.01
本人学歴
高卒以下 0.09 0.16 0.17 0.15 0.10 0.44
短大高専 －0.04 0.20 0.12 0.21 1.01  0.45
（大卒以上) 0.00 ― 0.00 ― 0.00 ―
就労状況
経営者・役員 0.40 0.36 0.52 0.37 1.54  0.69
（正規雇用) 0.00 ― 0.00 ― 0.00 ―
臨時・派遣 －0.11 0.20 0.17 0.24 0.09 0.49
自営業主 0.01 0.29 －0.01 0.31 0.78 0.68
家族従業者 －0.54 0.43 －0.24 0.47 0.67 0.79
無職 －3.31  0.60 0.20 0.24 －1.67 1.05
主として家事 0.82  0.22 0.37 0.25 1.20  0.47
近隣状況
お互いに気にかける －0.35  0.11 0.03 0.11 0.12 0.26
困ったときに手助けしてくれる 0.37  0.11 －0.05 0.11 －0.05 0.26
cons 2.45  0.34 －2.62  0.37 －0.67 0.84
N 2449
－2loglikelihood 3027.64
p＜0.01 p＜0.05 p＜0.10
注) 多項ロジスティック回帰による推計。（ )はレファレンスカテゴリーをあらわす。
.. 分析結果
表 3 が多項ロジスティック回帰分析を用いたケア状態に関する推定結果である。Model1 を見る
と，性別，本人年齢，就労状況のうち無職，主として家事，近隣状況のお互いを気にかける，困っ
たときに手助けしてくれるの係数がそれぞれ有為な効果を持っていることがわかる。就労状況が無
職であるとケア対象なしよりも子育てのみになりづらく，主として家事であるとケア対象なしより
も子育てのみになりやすいことがこのモデルからいえる。また近隣状況の変数はお互いを気にかけ
るかどうかの変数は負の効果を持ち，困ったときに手助けをしてくれるかどうかの変数は正の効果
を持った。これは子育てのみを行っている場合に，近隣住民の手助けは有用なものとしてとらえら
れ，他方他の近隣住民に気を遣う余裕がなくなることを示唆している。
続いて Model2 を見るとすべての変数の係数が有為な効果を持たなかった。これは記述分析で確
認した際にケア状態なしと介護のみの年齢構成割合がほとんど同じだったことに起因している可能
性がある。
最後に Model3 を見ると，本人年齢，本人学歴のうち短大高専卒，就労状況のうち経営者・役
員，主として家事の係数がそれぞれ有為な効果を持っていることが示されている。本人年齢が高い
――
3 前述した多項ロジスティック回帰分析のモデル式の差を取ると
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ほどダブルケア状態になりづらくなることは，先行研究及び記述分析の結果と合致する。学歴が短
大高専卒であると，大卒以上に比べて，ケア対象なしよりもダブルケア状態になりやすいことがこ
のモデルからいえる。これは2010年時点における30代～40代に短大高専卒が多いことが影響して
いる可能性がある。また経営者・役員と主として家事はどちらも正規雇用に比べて，ケア対象なし
よりもダブルケア状態になりやすいことが示されている。これは安定した経済的基盤と比較的自由
になりやすい時間がダブルケア状態になるために効果を持っている可能性を示唆している。また統
計的に有意な効果は持たないものの，性別の係数の符号はマイナスであり，男性であることがダブ
ルケア状態になりづらくなる＝女性であることがケア状態なしよりもダブルケア状態になりやすい
ことを示しており，この結果は先行研究の指摘と合致する。
多項ロジスティック回帰分析では推定された係数の差をとるとによって，直接比較されていない
カテゴリー間の係数を計算することが出来る3。子育てのみとダブルケアを比較した場合，本人年
齢の効果は0.02となり（－0.08－(－0.10)＝0.02），年齢が高い場合子育てのみよりもダブルケア
状態になりやすいことが示される。
 結論と考察および今後の課題
. 結論
本研究では，子育てと介護を同時に行うダブルケア状態の人々が，どのような人々であるかを記
述し，ダブルケア状態に陥っている人々が，どのような要因によってその状態に陥ったのかを明ら
かにすることを目的とした。
以上の結果からケア状態に関して以下の点が指摘できる。年齢が低い場合，ケア対象無しより
も子育てのみになりやすい。近隣状況は，困ったときに手助けしてくれるすなわち地域によるサ
ポートが見込める場合に，ケア対象無しよりも子育てのみになりやすい。年齢が低い場合，ケア
対象無しよりもダブルケア状態になりやすい。近隣状況はダブルケアに対しては有意な効果を持
たない。年齢が高い場合，子育てなしよりもダブルケア状態になりやすい。年齢の効果について
はおおむね先行研究の結果が支持されたが，近隣状況の効果については，介護およびダブルケアに
与える影響という点では確認することが出来なかった。
――
. 考察および今後の課題
多項ロジスティック回帰分析の係数から，各ケア状態は本人年齢によって，子育てのみ＜ダブル
ケア＜ケア対象なし＜介護のみ，の順に年齢が高くなることが確認できる。これは記述分析や先行
研究が示した年齢構成と合致しており，社会・経済学的要因をコントロールしたとしても，有意な
効果を持っていた。さらに記述分析の段階で子育てのみの年齢構成とダブルケアの年齢構成が類似
した分布を持っていたことから，ダブルケア状態については子育てを行っている時期に介護が発生
することによって起こることが多いことが推察される。また就労状況が経営者・役員である場合，
ケア対象なしよりもダブルケア状態になりやすいという分析結果は，時間や金銭に余裕がある場合
に，ダブルケア状態を選択しやすい可能性を示唆している。加えて近隣状況が効果を持つのは子育
てのみに対してだけであり，介護のみ，またはダブルケア状態に対しては効果を持っていなかった。
JGSS2010では介護が必要な家族がいるか，および回答者が主たる介護者かを調査している
が，介護が必要な家族と本人の続柄に関しては調査していない。このため国民生活基礎調査で示さ
れた続柄による差異については本分析では検証しきれていない。また介護については，夫の親の介
護が原因で結婚をせずに未婚を選択するような事象が先行研究によって確認されており（彭・佐藤
・武藤 1999），既婚未婚の別によって推定結果にバイアスがかかっている可能性もある。これら
の点については，今後の課題としたい。
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